






























それらは，①義務付け ･ 枠付けの見直し 2 ），②権限移譲，③条例による事務






























































































































































の改正により，平成14年 4 月 1 日施行の三重県の産業廃棄物税を皮切りに平
成19年まで毎年のように各地で新たな税が導入されてきている．特に平成17
年 4 月 1 日には10の道府県で法定外目的税が実施されている．しかし，その
現代経営経済研究　第 5巻第 3号88









































～1975 1975～1985 1985～1995 1995～2005 2005～2015 2015～
























2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
























2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

































































自治体 施行日 税率（ 1 人 1 泊
につき）
納税義務者 税収額 使途
東京都 2002年10月 ① 1 万円以上1.5













大阪府 2017年 1 月 ① 7 千円以上1.5
万 円 未 満：100
円（2019年 6 月
1 日より免税点

























京都市 2018年10月 ① 2 万円未満：
200円
② 2 万円以上 5


































































* 金沢市の宿泊税による初年度税収見込みは2019年 2 月22日の日本経済新聞電子版による（2019年
8 月11日アクセス）．





























































































































































18） 平 成 29 年『京 都 観 光 総 合 調 査』〈https://www.city.kyoto.lg.jp/sankan/
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